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ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組



土木工事におけるICT施工の実施状況

○直轄土木工事のICT施工の実施率は年々増加してきており、2021年度は公告件数の約８割で実施。
○都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数・実施件数ともに増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

1

＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

2021年度
［令和3年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４ １１，８４１ ２，４５４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％ ２１％

単位：件

＜国土交通省の実施状況＞



直轄工事におけるICT活用工事の実施状況

2

令和３年度 ICT対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

ICT土工

公告工事件数 ８１２ １，５０１ ２，３１３

うちICT実施工事件数 ８０９ １，１２４ １，９３３

実施率 １００％ ７５％ ８４％

ICT舗装工

公告工事件数 ４４ ３４０ ３８４

うちICT実施工事件数 ４２ ２０７ ２４９

実施率 ９５％ ６１％ ６５％

ICT浚渫工（港湾）

公告工事件数 ４２ ３２ ７４

うちICT実施工事件数 ４２ ３０ ７２

実施率 １００％ ９４％ ９７％

ICT浚渫工（河川）

公告工事件数 １４ ２８ ４２

うちICT実施工事件数 １４ ２７ ４１

実施率 １００％ ９６％ ９８％

ICT地盤改良工

公告工事件数 ５ １８４ １８９

うちICT実施工事件数 ５ １５７ １６２

実施率 １００％ ８５％ ８６％



ICT活用工事の実施状況
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※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果(令和3年度)の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工、舗装工及び浚渫
工（河川）では約３割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

約32% 縮減

約29% 縮減

約35% 縮減

※ICT浚渫工(港湾)はＲ２年度

約12% 縮減平均施工数量：49,887㎥

※令和2年度の値であり令和3年度は集計中



直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析

○地域を地盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業全体の
約半分

○2021年度にＩＣＴ施工を新たに経験した企業は270者（2019年度→2020年度：58者）となった。
○更なる生産性向上を図るため、引き続き中小企業への拡大が必要

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定
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＜ICT施工の経験企業の割合＞

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2020年度の直轄工事受注実績に対する割合）

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2021年度の直轄工事受注実績に対する割合）



ICT施工の普及拡大に向けた課題と対応策

◯ ICT施工の経験企業を増やし普及拡大を図るため、未経験企業へのアドバイスを行うアドバイザー制
度を展開。

◯ アドバイス内容の分析を行い、研修教材や事例集作成などに活用し更なる普及拡大を図る。

中部地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度関東地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度

四国地方整備局 ＩＣＴ専任講師制度
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九州地方整備局 ＩＣＴアドバイザー制度



ＩＣＴアドバイザー会議（中部地方整備局）
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※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

施工業者向け 281 356 348 441 108 138
発注者向け 363 373 472 505 169 226
合計※ 644 729 820 946 277 364

■i-Constructionに関する研修

○R３年度はまだコロナ禍であるが、開催方法を工夫しＲ２より研修回数は増加できた。実施
するときの状況を踏まえ、Web＆現地実習のような、ハイブリット型の取組も実施

中小企業等におけるICT活用拡大に向けた取組
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北海道開発局の事例（webと実習を併用）



令和３年度ＩＣＴ地元経営者向けセミナーの開催（東北地方整備局）
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ICT施工普及に向けた技術者育成のイメージ

○中小建設業においては技術力不足や人手不足等により、ICT施工を行える技術者を自ら育成することは困難
〇ICT施工を行うには、施工の各プロセスにおいて、デジタルデータの取り扱いなど専門的な知識・技能の習得が

必要であり、体系化付けた教育体制の構築が求められている。
○民間等による人材育成プログラムを有効活用しつつ、産官学一体となったICT施工技術者の育成体制を構築
〇単にICT施工を実施できるだけではなく、工事全体のマネジメントを行い建設現場における生産性向上を実施で

きる技術者の育成を目指す

• 地方整備局のアドバイザーに登録し普及活動に
従事している人材

• i-Con大賞受賞企業の現場代理人
• 優秀現場代理人（ICT活用工事） など
※アドバイザーとしての活動等について、インセンティブ

を付与することを今後検討

・直轄工事におけるICT活用工事従事者
・3次元設計データの作成者
・3次元出来形管理の経験者
・民間等による人材育成プログラム受講者（実技）

・民間等による人材育成プログラム受講者
・地方整備局が実施するICT研修受講者 など

■技術者育成の体系化イメージ■ICT施工のフレームワーク

ICT施工を有効に活用し、建設現場の
生産性向上を図れる技術者を育成

生
産
技
術
に
よ
る
生
産
性
向
上
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ICT施工普及に向けた人材育成の体系化素案
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○全国の地方整備局等の研修で統一的に使用できる研修プログラム、テキストを作成。研修人数、回
数の増加に対応できるWebセミナーも活用

〇民間で実施している講習会等との連携も検討

〇人材育成に注力すべき対象、求められる研修内容等を普及WG等を通じて今後検討

【受注者向け】

〇３次元計測技術の実務・理解

〇３次元データ作成の実務・理解

〇ＩＣＴ建設機械の実務・理解

等

【共通】

〇ＩＣＴ施工の目的

〇ＩＣＴ施工の考え方

〇生産技術への理解

〇基準類への理解

等

【発注者向け】

〇監督・検査の留意事項

〇設計の留意事項

〇積算・発注の留意事項

等

＜求められる研修内容のイメージ＞

＜対象とする人材のイメージ＞

受注者 発注者

経営者、監理技術者、主任技術者、
技術者（施工計画、施工管理、測量、

３次元データ作成・編集、機械操作 等）

国・自治体の監督・検査、設計、
積算・発注担当職員 等



ICT建設機械認定制度

○ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、従来の建設機械に後付けで装着する
機器を含め、必要な機能等を有する建設機械を認定し、その活用を支援

申請

国土交通省

事務局

省内委員会
公共事業
企画調整

課長

公表

で
公
表

現
場
で
活
用活用

認定

表示

認
定
表
示

製造者等は認定表示
を貼り付け

建
機
・
測
器
メ
ー
カ
等

■認定フロー■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建設機械等認定イメージ】

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

■認定表示（案）

認定表示のイメージ（デザイン検討中）

認定番号は以下の構成を予定

(年度) (整理番号)
建設機械自体
Or
後付け装置

建設機械
の種類

(機能)
精度確認方
法の公表の
有無

– – ( ) – ( ) – – ( )

６月 ７月 ８月 ９月 以降～

認定手続き
審査 初回認定 申請受付・認定

現場
認定機械現場導入

■スケジュール
（仮）

申請受付開始 初回申請締切り

規程公表
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（ICT施工を巡る各種取り組み）
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13

76384011

累計事業数(令和３年度末時点） 業務：１４１７件 工事：８４６件 合計：２２６３件

132121

工事
業務

212

361

515

＜令和4年度実施方針＞
令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、段階的
に適用拡大。令和4年度は大規模構造物の詳細設計・工事で原則適用。
大規模構造物の詳細設計以外の事業の初期段階や大規模構造物以外においても積極的
な導入を推進。

757BIM/CIM活用業務・工事の推移（令和4年3月31日時点）

令和４年度のBIM/CIM実施方針、件数の推移



原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

〇令和５年度の小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け

て、段階的に適用拡大。令和4年度の適用対象は下図のとおり。

〇リクワイヤメントは円滑な事業執行のために原則適用の上乗せ分として実施。

〇リクワイヤメントの分析を踏まえ、円滑な事業執行のためにどの段階からどの

ように３次元モデルを活用するか、業界団体等とも協議の上、工種別に整理 。

〇あわせて、インフラ管理の効率化のために蓄積すべき情報や手法を検討。

R2 R3 R4 R5

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外

（小規模を除
く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）詳細設計における適用：３次元モデル成果物作成要領（案）に基づく３次元モデルの作成及び納品
工事における適用 ：設計３次元モデルを用いた設計図書の照査、施工計画の検討
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令和５年度のBIM/CIM原則適用に向けた進め方



〇BIM/CIM等の3次元データを一元的に保管し、受発注者が測量・調査・設計・施工・維持管理の事業
プロセスや災害対応等で円滑に共有するためのシステムとして「DXデータセンター」を構築
〇3次元データを取り扱うソフトウェアを搭載することにより、受発注者がBIM/CIM等の3次元データの閲覧、
作成、編集等を遠隔で行うことが可能

１．DXデータセンターの概要

作業領域
（国土交通省職員・民間事業者等が

クラウド的に利用）

VDIサーバー＋ソフトウェア

民間事業者等
（民間事業者等保有ソフトウェア利用）

アーカイブストレージ
（3次元データの保管）

民間事業者等
（DXデータセンター内ソフトウェア利用）

民間事業者等
端末

国土交通省
職員端末国土交通省職員

（DXデータセンター内ソフトウェア利用）

3次元データ

インターネット

国土交通省
DX-LAN
行政LAN

DXデータセンター

ダウンロード
アップロード

DXデータセンター
内部で作業

BIM/CIM

道路MMS
点群データ

河川3D
管内図

ソフトウェア

その他のデータ・・・

VDIサーバー

民間事業者等
端末

インターネット

DXデータセンター
内部で作業

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）
・3次元データの閲覧・作成・編集・分析・加工・統合等
（有償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）
・3次元データの閲覧・作成・編集・
分析・加工・統合等
（有償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧
（無償ソフトウェア利用）

・3次元データの閲覧・作成・編集・分析・
加工・統合等
・施工管理情報・点検情報等の貼付
・測量・調査・設計・施工・維持管理・災
害対応等での3次元データの共有、等
（有償ソフトウェア利用）

3次元データ

BIM/CIM

点群
データ
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ICTプラットフォーム（案）のイメージ

○建設現場の監督・検査に用いるデータを一括して取り扱うプラットフォームを構築し、ペーパーレス化・オンライン化を行
い、納品、施工後の維持管理までのデータ管理の効率化を推進する。

･ 情報共有システム（ASP）や民間のクラウドサービス等を連携し、デジタルデータの受渡しができる。
・ 協調領域として「官民共有ストレージ」「民間データへのリンク機能」「認証・セキュリティ」等の機能を有する。

ICTプラットフォーム：

Before After

これまでに、ASP関係ベンダーとICTプラットフォームの構築に関する準備を進めてきた。
令和４年度は、土工・コンクリート工等における、受発注者の業務効率化に資する施工段階のデータ
の利活用について、構築したプロトタイプを地方整備局の一部工事で試行を予定している。

受注者ごとに異なるシステムへのアクセス
が必要。

協調領域を設けることで、データの受渡し
の効率化に繋がる。
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ICT施工の更なる効果向上のための取り組み展望



APIを活用した施工現場のデータ連携円滑化

②業務プロセスの変
化AsIs-ToBe

①概要
ICT建機等の施工ﾃﾞｰﾀ（As-builtﾃﾞｰﾀ※）を監督職員が任意の時点で取れることを前提として、ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝやGNSS
ﾛｰﾊﾞによる完成実地検査を省略。また、これを応用し、不可視部分の段階確認をAs-builtﾃﾞｰﾀを遠隔から監督職員が
確認することに代える。

現状 将来
ICT土工の監督検査要領では、出来形計測のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘ
ﾃｨが担保できないことを理由に、実地による完成検
査が課せられている。
例えば法覆工のように着手前に段階確認が必要な工
種では、監督職員の現場確認が終わるまで作業に着
手できない。

施工ﾃﾞｰﾀPFを介して任意の時点で監督職員がAs-
builtﾃﾞｰﾀを確認できるようにすることで、As-built
ﾃﾞｰﾀの信頼性を確保し、それを担保に実地検査を省
略（段階確認で足ることとする。）
複数工事の出来形検査（または段階確認）が効率的
に実施できる。

【ユースケース案】施工データを用いた任意時点における出来形の検査（または段階確認）

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器A）

現場Aの XX月XX日
時点の出来形検査
（段階確認）したい

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器B）

施工ﾃﾞｰﾀ
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

API

ﾘｸｴｽﾄ 応答

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器A）

【ﾃﾞｰﾀ検索条件】
現場A

XX月XX日XX時

監督検査ﾂｰﾙ（3rdpartyｱﾌﾟﾘ等）による出来形形状
（As-builtﾃﾞｰﾀ）の取得と出来形確認支援

ICT建機（測器A）

ICT建機（測器B）

発注者（監督職員・監督補助員等）工事現場A

API

監督検査等の発
注者ﾆｰｽﾞに沿っ
たﾃﾞｰﾀ処理を行
う3rdpartyｱﾌﾟﾘ

情報統合、呼出 情報処理

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器B）

出来形の合否

３次元計測技術（測器C）

【データ連携イメージ】

As-builtｻｰﾊﾞ
（測器C）

○ R4年度は、API連携のユースケースの一つである出来形検査を対象に、施工データの連携、活用に
向けた検討に取り組む。過年度の実現場のAs-builtデータ等により、出来形検査の実証を行い、出
来形検査アプリの機能要求仕様書案等を策定する。 ※As-builtデータ：施工中に得られる地形データ

施工ﾃﾞｰﾀ

As-builtﾃﾞｰﾀを扱うｼｽﾃﾑ等（測器C）
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